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独占禁止懇話会第232回会合議事録 

 

 

１．日時 令和８年３月17日（火）14：02～15：58 

２．場所 対面とオンラインの併用開催 

３．出席者 

【会員】柳川会長、依田会員、及川会員、鹿野会員、木村会員、クシュナー会員、 

河野会員、佐藤会員、柴田会員、竹川会員、武田（邦）会員、 

武田（史）会員、田中会員、多村会員、野原会員、福園会員、細田会員、 

水上会員、森会員、山下会員、由布会員、吉田会員 

【公正取引委員会】茶谷委員長、青木委員、泉水委員、吉田委員 

【公正取引委員会事務総局】 

岩成事務総長、塚田官房総括審議官、藤井官房政策立案総括審議官、 

佐久間官房デジタル・国際総括審議官、深町官房審議官（企業結合担当）、 

向井官房審議官（取引適正化担当）、天田官房総務課長、 

大胡経済取引局長、岩下経済取引局総務課長、奥村企業結合課長、 

原取引部長、片岡取引調査室長、品川審査局長 

４．議題 ○ 映画・アニメの制作現場におけるクリエイターの取引環境に係る実態

調査報告書 

     ○ 令和６年度における企業結合関係届出の状況及び最近の主要な企業結

合事例 

     ○ 経済安全保障に関連した事業者の取組に関する独占禁止法上の考え方 

 

○大胡経済取引局長 定刻を少し過ぎましたので、それでは、第232回独占禁止懇話会

を開会いたします。 

      経済取引局長の大胡でございます。よろしくお願いいたします。 

      まず、第19期から新たに会員となられた日本マクドナルド株式会社執行

役員チーフ・コミュケーション・オフィサーのジョナサン・クシュナー様

については、前回御欠席でしたので、改めて御紹介いたします。 

○クシュナー会員 ただいま紹介にあずかりました、日本マクドナルドのジョナサ
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ン・クシュナーと申します。皆様、よろしくお願いいたします。 

私は、アメリカ国籍ではありますが、日本には25年以上住んでおりまして、

家族ともに日本に生活基盤を置いております。私の専門は法律分野ではござい

ませんが、ビジネス経験はこれまでコミュニケーション、マーケティング、サ

ステナビリティ、ガバメントリレーションズといった分野を中心にキャリアを

積んでまいりました。本日は、実務的な視点およびステークホルダーの観点か

ら、議論に貢献できればと考えております。よろしくお願いいたします。 

○大胡経済取引局長 ありがとうございました。 

      それでは、ここからの議事進行については柳川会長にお願いしたいと思

います。 

○柳川会長 柳川でございます。よろしくお願いいたします。 

      新しい立派な、きれいな会場で開催ということで、気分新たに始めたい

と思います。それでは、早速議事に入りますが、活発な意見交換のほど、

よろしくお願いいたします。 

      最初の議題は「映画・アニメの制作現場におけるクリエイターの取引環

境に係る実態調査報告書」についてです。片岡取引調査室長から御説明を

お願いいたします。 

○片岡取引調査室長 取引調査室の片岡と申します。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

      御紹介にありましたとおり、昨年12月に公表いたしました「映画・アニ

メの制作現場におけるクリエイターの取引環境に係る実態調査」の報告書

について、御報告申し上げたいと思います。 

      まず、スライド２ページでございます。調査趣旨について御紹介いたし

ます。 

      一昨年になりますが、当時、新しい資本主義実現会議という政府全体の

経済政策等を御議論いただく会合がございました。その中で、我が国とし

て、今後コンテンツ産業をもっと盛り上げていくべきではないかという議

論がされました。現在も、自動車や半導体といった産業は頑張っておられ

るかと思うのですけれども、コンテンツの分野も非常に輸出が増えており

ます。今後の我が国の未来を考えると、コンテンツ産業をもっと盛り上げ
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ていくべきではないかという御議論が行われ、政府全体として、例えば司

令塔機能を強化することや、あるいは翻訳などの輸出の支援をすることな

ど、様々な政策パッケージを御議論いただきました。その中で、コンテン

ツの取引環境についても改善すべき点があるのではないかということで、

以前の独占禁止懇話会でも御紹介したところですけれども、一昨年の６月

の新しい資本主義実行計画において、音楽・放送番組の分野の取引改善と

いうことも掲げられました。それに加えまして、映画・アニメ等のクリエ

イター個人の創造性が最大限発揮されるように、昨年の年明けから、映

画・アニメの制作現場における取引環境についての実態調査も行うことと

されました。 

      さらに、昨年の６月にも、新しい資本主義実行計画におきまして、当該

実態調査の結果を公表するとともに、「その調査結果を踏まえて、独占禁止

法上の考え方を明確にする指針を策定する。」と記載されました。このよう

な動きも受けまして、私どもの方で昨年の始めから調査を実施したところ

です。 

      順序が前後してしまい恐縮ですが、最初に全体像を御紹介いたします。

映画の分野とアニメの分野の両方がございますが、両分野とも構造がよく

似ております。そのため、スライド９ページに記載しておりますアニメの

市場構造を使用して、全体の構造について御説明いたします。 

      アニメも映画も様々な製作の仕方がございますが、昨今は、製作委員会

という組織を構成して、その製作委員会が中心となって映画あるいはアニ

メを製作するという仕組みが主流となっております。 

      製作委員会では、映画会社や出版社、テレビ局などの様々なステークホ

ルダーが集まり、リスクを分散しながら製作に取り組まれているところで

ございます。 

      この製作委員会から制作会社にアニメや映画の制作を依頼して、制作会

社から下請制作会社に仕事を再委託する、あるいは、フリーランスに様々

な形で制作に関与していただくという仕組みになっているというところで

ございます。なお、取適法ではもう「下請」という文言は使用しておりま

せんが、アニメや映画業界では現在でも「下請」と言われているようです。 
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      作品が出来上がると、製作委員会から、映画であれば配給され、そのほ

かにも配信や様々な商品化等によって、それでマネタイズされるという仕

組みになっています。これが、基本的な構造というところでございます。 

      スライド３ページになります。私どもが行った調査では、よくある実態

調査の手法として、まずヒアリング調査ということで、制作会社、フリー

ランス及び製作委員会の構成事業者などに対してヒアリングを実施したと

ころでございます。 

      さらに、昨年夏頃にかけて、制作会社あるいはフリーランスの皆様にア

ンケート調査を実施しました。制作会社からは大体３割ぐらいの御回答を

いただいており、フリーランス、つまり個人の方にお願いするものは、な

かなか難しい面もございますが、140余りの方からアンケートに御回答をい

ただいたところでございます。 

      さらに、スライド５ページにて映画の基本的な市場の規模等をお示しし

ています。 

      まず、映画は、興行収入が洋画・邦画合わせると2000億円規模ぐらいで

推移しているところでございます。また、公開本数の推移について、邦画

に限ってみれば、毎年大体700本程度の映画が公開されているところでござ

います。映画をお好きな方もいらっしゃるかと思いますが、映画の種類は

本当に千差万別であり、私のようなそれほど映画に詳しくない者でも知っ

ているような非常に大型の作品もあれば、地方の町おこしのためにボラン

ティアが集まって製作する作品もあります。そのため、700本といっても各

作品間の差がかなり大きく、ビジネスベースで製作されている作品もあれ

ば、自分たちで一生懸命頑張って作られる作品もあるなど非常に多様な作

品がございます。 

      スライド５ページに制作会社の資本金及び従業員数を記載しております

ところ、資本金1000万円以下の事業者が６割、資本金5000万以下の事業者

まで含めますと８割を超える状況になっております。このように、かなり

小さな制作会社が映画の制作に携わっているところでございます。 

      さらに、アニメと顕著に違うところでございますけれども、それぞれの

制作会社でどれぐらい映画の制作に注力されているのかというのをお伺い
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すると、映画の売上げは全体の10％以下であるという制作会社が半分あり、

実態としては、例えばコマーシャルフィルムといった、様々な動画制作を

する中で、ハイエンドのものとして映画も制作されているというようなス

タイルが比較的多いのではないかと推測されます。 

      続いて、アニメ分野でございます。アニメの方もヒアリング調査やアン

ケート調査を映画と同様に実施いたしました。 

      スライド８ページを御覧いただくと、映画との違いが少し分かるかと思

います。アニメの市場規模を記載しておりますところ、こちらは映画と異

なり、興行収入のみに限定しているものではなく、様々なものが含まれて

おります。アニメ産業全体の市場規模を見ますと、一昨年の市場規模が４

兆円に手が届きそうな３兆8000億円となっており、既にかなり大きな産業

になってきています。傾向として特に配信や海外向けの売上げなどは伸び

てきているというところです。 

      一方で、アニメ産業全体の市場規模における制作会社の市場規模を見ま

すと、産業全体と同様に右肩上がりに売上げが増えているものの、一昨年

は4600億円ぐらいと、産業全体から見ると10％強となっております。様々

な御議論あるところではございますが、制作会社において、自分たちに落

ちてくるお金が少ないのではないかといった御不満の声もあると理解をし

ております。 

      一番下のグラフはアニメの制作本数でございまして、こちらは大体300本

程度で前後しています。アニメの方は、需要が非常に増えてきているとこ

ろ、人手不足等もあって、かなり需給が逼迫している状況と伺っておりま

す。特に技術のある制作会社ですと、既に２～３年先まで制作の予定が入

れられない状況にあると伺っています。 

      制作会社の事業規模も書いておりますけれども、こちらは映画と比較的

似たような状況でございまして、資本金5000万以下の制作会社が約８割と

なっており、アニメにおいても制作会社は比較的小さい事業者となってい

ます。 

      一方で、制作会社の全売上高の中でアニメ制作による売上高が占める割

合を見ますと、割合が90％超と回答した事業者が５割を超えております。
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この点は映画と異なっており、アニメの方ですと、かなりアニメ制作に注

力している制作会社が多いというところでございます。 

      以上が概況になります。私どもでアンケート調査等を行い、かなり多岐

にわたって、独占禁止法等上問題になり得る行為を整理いたしました。 

      次にスライド10ページになります。こちらの図を御覧いただきますと、

取引段階の階層別に整理をしておりまして、製作委員会と元請制作会社間

の取引、元請制作会社と下請制作会社間の取引、制作会社とフリーランス

の間の取引ということで、三つの階層に分けて書いています。御覧いただ

くと、各階層で重複する事項がかなりあります。例えば、取引条件の明示

が十分でないことや取引対価が低くなっているということは、それぞれの

階層で記載しております。そのため、全ての取引段階を御紹介するのでは

なく、製作委員会と元請制作会社間の取引について、アニメ分野のみに絞

って３点ほど御紹介いたします。 

      スライド34ページを御覧いただきますと、こちらには取引条件の明示状

況について記載をしております。 

      アンケート調査において、製作委員会から元請制作会社に発注される際

に取引条件は明示されているかとの質問に、約98％の事業者が「必ず明示

される」又は「概ね明示される」と回答しておりますので、明示自体はほ

とんどされているところでございます。また、制作委託費や業務内容とい

った契約の重要な事項については、それぞれ９割超が明示されているとい

うことですので、それなりに充実した内容が明示されているところでござ

います。 

      他方で、取引条件等が明示される時期を調査すると、「発注された時点が

多い」との御回答が約15％、発注後から制作業務開始までの間との御回答

が約30％、制作開始後からという御回答が約45％とのことでしたので、制

作開始時にきちんと取引条件が明示されているかというと、まだまだ少し

課題があるというところでございます。 

      取適法上及び独占禁止法上の考え方を示しておりますけれども、取適法

の適用対象ということになるのであれば、発注に際して直ちに必要事項を

明示する必要がありますので、そこは少し課題があるというところを指摘
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しております。 

      他方で、コンテンツ分野はやや特殊なところもございまして、発注段階

では、例えば脚本や絵コンテといった作品の設計図が完全に固まり切らな

いこともあるとのことです。そのような場合は発注者と制作会社の間で議

論をしながら詳細を詰めていき、その後でようやく費用が分かってくると

いった状況もあるようです。そのため、確定した事項については直ちに明

示していただいた上で、未定事項については十分に協議をした上で可能な

限り早期に定めて、補充書面等により明示していただくことを指摘してい

ます。 

      次にスライド35ページになります。こちらには、取引対価の設定につい

て記載をしております。 

      元請制作会社に制作委託費の水準の変化について伺ったところ、大体９

割ぐらいの会社が過去10年で制作委託費は上がっていると回答をしており

ます。 

      また、委託費の額についての交渉の可否について伺うと、約７割の事業

者は交渉できたことが多いと回答をしております。 

      一方で、制作委託費に満足しているかということを伺うと、満足してい

ないという回答が約４割を占めています。その理由としては、「要求クオリ

ティが高くなっている」ことや「制作期間の長期化」、あるいは「物価上昇

分が転嫁できない」といった回答がありました。 

      他方で、製作委員会の方に伺っても、「制作委託費は10年前の倍以上にな

っている」、「制作会社の交渉力が強くなり、金額を指定されることもある」

といったお声も挙がっているところです。 

      元請制作会社の方からアンケートで伺うと、制作委託費のみによる営業

損益を見ると、黒字の事業者が大体４割前後、他方で赤字の事業者が５割

から６割と、元請制作会社の収益状況も決して楽な状況ではないというと

ころでございます。 

      現状としましては、制作委託費だけでは赤字の会社も多く、収益性は依

然として高くないのではないかと見受けられます。取適法上及び独占禁止

法上の考え方としましては、取適法の適用対象となるのであれば、要求ク
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オリティの高度化や制作期間の長期化、物価上昇といった状況を踏まえて、

通常支払われる対価に比して著しく低い対価が設定されているのであれば、

買いたたきとして問題になります。 

      また、取適法の改正で追加された違反事項になりますが、元請制作会社

から価格協議の求めがあったにもかかわらず、協議に応じなかったり、一

方的に代金を決定したりする場合には、協議に応じない一方的な代金額決

定として、問題にもなるということを指摘させていただいております。 

      次にスライド38ページになります。こちらでは追加制作委託費の支払と

いう項目について記載をしています。 

      コンテンツ業界では、制作会社が制作したアニメや映画がそのまま納品

されるわけではなく、「もう少しこの辺りは改善してもらえないか」といっ

た様々なやり取りを経た上で作品が作られていくことも少なくありません。

そうしますと制作期間が延長されたり、あるいは制作のやり直しが生じた

り、当初想定していなかったような業務が発生してしまうことが往々にし

てございます。 

      アンケートで追加費用が生じた場合の有無を伺うと、約８割の制作会社

の方からそのような状況があったという回答がありました。 

      そして、その追加費用の支払の有無を伺うと、「全額支払われたことが多

い」、「一部のみ支払われて、金額として納得できたことが多い」という回

答が大体４割弱程度を占めています。しかし、「一部のみ支払われたが、金

額として納得できなかったことが多い」、「全く支払ってもらえなかったこ

とが多い」という回答も大体４割程度ありまして、納得できる追加費用の

支払い状況は半々程度となっています。 

      他方で、製作委員会の方に伺うと、制作費増加の要望はしばしばあるた

め、その都度協議をして取り決めているといったお答えもありました。 

      取適法上及び独占禁止法上の考え方になりますが、私どもの調査におい

て、元請制作会社の責めに帰さない追加費用が支払われない場合もあると

いう回答がございます。取適法の適用対象となるのであれば、元請制作会

社の責めに帰すべき理由がないのに、制作期間の延長等によって追加費用

が発生したにもかかわらず発生した追加費用を支払わないということであ
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れば、不当な給付内容の変更及び不当なやり直しとして問題になりますと

いうことを記載しております。また、取適法の適用対象でない場合も、優

越的地位の濫用となり得ることを注意喚起しています。 

      戻りましてスライド11ページになります。昨年12月に映画・アニメの制

作現場におけるクリエイターの取引環境に係る実態調査報告書を公表しま

して、その後の私どもの対応を３点御紹介いたします。 

      １点目は、昨年12月に報告書を公表し、独占禁止法等の未然防止の観点

から、製作委員会の構成事業者、制作会社、あるいはフリーランスの関係

事業者団体に対して、報告書の内容を周知させていただいたところでござ

います。 

      ２点目は、コンテンツ業界は多数の関係省庁がおりますところ、関係省

庁と連携して取組の進捗を注視するとともに、報告書において多岐にわた

る行為について指摘をしておりますが、独占禁止法等の違反行為があれば

厳正・的確に対処してまいります。 

      ３点目は、冒頭、新しい資本主義実行計画について御紹介いたしました

が、本報告書の内容を基に独占禁止法等の具体的な考え方を示す指針を策

定して公表する予定でございます。 

      私からの報告は以上でございます。 

○柳川会長 ありがとうございました。 

      それでは、ただいまの御説明に対する御質問、御意見についてお伺いし

たいと思います。 

      まず、事前に登録された方から順番に御指名いたしますので、御発言を

お願いいたします。御質問の際には該当する資料のページ番号を最初に述

べていただくようにお願いいたします。 

      なお、事前登録以外の方についても御質問、御意見がございましたら、

会場にいらっしゃる方はいつものように名札を立てていただいて、オンラ

インの方は挙手ボタンを押していただいて、御発言希望がある旨をお示し

いただければと思います。 

      それでは、まず事前登録いただいた武田史子会員、お願いいたします。 

○武田（史）会員 御説明ありがとうございました。 
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      令和６年及び７年に実施された「映画・アニメの制作現場におけるクリ

エイターの取引環境に係る実態調査」の結果を取りまとめた報告書につき

まして、現状の課題が可視化されていて、大変有意義な取組であると理解

いたしました。 

      該当するページはないのですが、追加の要望をさせていただきます。本

調査は直近の状況を反映しているにもかかわらず、今後クリエイターの活

動基盤を変えかねない生成ＡＩに関する実態が項目に含まれていないとい

う点が気になりました。アニメや映画制作における生成ＡＩの導入は、工

程の簡略化を目的としているため、クリエイターの単価の低下を招くリス

クがございます。それ以外にもＡＩの生成物の修正作業に係る負荷や、ク

リエイターの過去作品をＡＩ学習に利用する際の著作権の整理、あるいは

追加報酬のルール形成についても、今後より重要な論点となり得ることが

考えられます。そのため、次回以降調査を実施する際に、生成ＡＩに関す

る取引実態についても調査対象に入れていただきますと大変参考になるの

ではないかと思いました。 

      以上です。 

○片岡取引調査室長 御指摘ありがとうございます。 

      御指摘のとおり、今回の調査で生成ＡＩについて非常に深掘りして調査

を行ったというわけではございません。一方でコンテンツ分野における生

成ＡＩの影響というのは報道等でも指摘されておりますところ、私どもも

ヒアリング等で生成ＡＩについてもお伺いました。映画の実態調査報告書

のヒアリング結果の部分に１か所だけ記載しており、生成ＡＩで代替でき

ないところもあるが、委託代金が下がっていく傾向があるといった御指摘

も頂戴しているところでございます。 

      ただ、正に御指摘のとおり、今後、生成ＡＩの影響が更に強まっていく

可能性があると考えておりまして、現状、直ちにフォローアップ調査を行

うことは予定しておりませんが、御指摘のような生成ＡＩの影響も念頭に

置いて、状況を注視していきたいと考えております。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      それでは、続きまして細田会員、お願いいたします。 
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○細田会員 御説明ありがとうございました。日本商工会議所から来ております細田

でございます。 

      前回のときには芸能界も調査対象だったと思いますけれども、この度の

報告書では、幅広い業界においての調査ということで、大変感謝申し上げ

たいと思います。 

      商工会議所では、かねてよりコンテンツ関連産業の保護・育成に向けた

取引及び労働環境の整備を要望しております。特に著作物に関する公正な

契約・取引の推進や、クリエイター、特にフリーランスの方々の取引環境

整備に関して、今回の実態調査で取引段階別に問題行為と適用法令が整

理・公表されたことは、大変有意義なことだと思っております。今後、実

態調査の結果を踏まえまして、実効性の高い指針を是非策定いただきたい

と思っております。 

      私の姪がクリエイターとして、アニメ制作において絵に色を着けるよう

な仕事に一時就いていたのですが、ほとんど家に帰れないような状態でし

た。相当過酷な労働環境だったようです。２年か３年ほど勤めて、最終的

にどうしても体の調子が悪くなるということで辞めました。本当に一番下

の人たちに非常な負荷が掛かっているので、労働環境についてもう少し深

掘りをしていただいてもよかったのではないかと感じました。 

      契約的な部分では今回の調査のとおりだろうと思っております。 

      ありがとうございました。 

○柳川会長 それでは、一言お願いいたします。 

○片岡取引調査室長 ありがとうございます。 

      特にアニメの分野だと思いますが、従来はクリエイターはかなり労働環

境が悪いという御指摘もあったところでございます。今回の実態調査にお

いても、制作会社やクリエイターの方にヒアリングいたしました。 

      確かに現在でも、様々な課題があるのかと思いますが、昨今はかなり人

手不足のようでして、クリエイターも正社員化の動きがあるとのことです。

また、大分働き方改革は進んでいて、例えば土日であれば会社をクローズ

したりする、そうすると、逆に最後の追い上げがすごく大変であるという、

制作会社からの御意見もありました。評価は難しいところでございますが、
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労働環境や取引環境は改善してきているという印象もあります。 

      あと、政府全体の会議では、厚生労働省にも御参画いただいているとこ

ろでして、取引環境や就労環境の点も含めて、引き続き検討を進めていき

たいと考えております。 

○柳川会長 それでは、由布会員、お願いいたします。 

○由布会員 どうも御説明ありがとうございました。 

      私の方から１点、スライド36ページの著作権等の権利の処理に関する部

分です。この部分は非常に御指摘が重要なところだと私は考えております。

将来的には今回の調査に基づいて公正取引委員会のガイドライン作成まで

視野に入っているのではないか想像しており、その上でのお願いを申し上

げたいです。 

      一般に小規模なクリエイターは、著作権や知的財産権の大切さを十分に

理解されていない方も現実にはかなり多いと思います。実際にクリエイタ

ーのための六法全書のような新書版の本が結構売れております。当該新書

は早見表になっているとは思いますが、その程度でございます。このよう

な状況ですのでガイドラインをお作りになるときには、著作権等の権利譲

渡に関する事例を簡単に示して頂きたいです。例えば、著作権を簡単に売

ってよいと判子をついてしまうと、自分の作品であっても後で自分のウェ

ブサイトにその作品の主人公を載せようと思っても載せられなくなり、Ｘ

（旧Twitter）への掲載といった簡単なこともできなくなってしまうという

点について注意喚起をしていただけるとよろしいのかなと思いました。 

      以上、お願いでございます。 

○片岡取引調査室長 御指摘ありがとうございます。 

      コンテンツも様々な分野がありますので、分野によって扱いが少し違う

面もあろうかと思いますが、映画・アニメですと多くのクリエイターの方

が一つの作品に関与することも多くあり、よくあるスタイルとして、著作

権等の知的財産権について、全て製作委員会に帰属したり、あるいは譲渡

したりといった形式になっていることが少なくないと理解をしております。

このような方式は、一面において多数のクリエイターの方が関与される映

画・アニメの制作において、知的財産権を一元的に管理することで、より



 -13- 

円滑に運営してマネタイズされていくという面があるかと思います。 

      反面で、正に御指摘があったように、クリエイターの方が自分の作品を

成果として、例えば御自身のホームページやＳＮＳに載せる際に、著作権

が製作委員会に帰属するような契約をしていると、個別に許諾を取る必要

が発生します。製作委員会において対応いただけるのであればいいのです

が、必ずしもうまく対応いただけないところもあって、不満の声もあると

承知をしています。 

      クリエイターの方もベテランであればそのような状況もよくご存じかと

思いますが、そのような事情をよくご存じでない方もいらっしゃるかと思

いますので、映画・アニメにおける著作権の状況について分かりやすい記

載をガイドラインの策定において検討してまいります。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      それでは、野原会員、お願いいたします。 

○野原会員 野原です。 

      今回の調査は、ヒアリングとアンケートを組み合わせて適切に可視化さ

れていまして、大変質の高い調査をしていただいたと感謝申し上げます。

その結果を基に、公正取引委員会として、あるいは独占禁止法関係の政策

として、何ができるのかが丁寧にコメントされていて、大変参考になりま

した。ありがとうございました。 

      コメントは１点です。スライド52ページについて、アニメ産業の市場規

模推移でも言及されたように、最近は海外比率の拡大が著しく、10年で２

倍以上の市場規模になり、配信サービスが増えており、配信の市場はこの

５年程すごい勢いで伸びています。このように、事業環境の変化が非常に

速いので、変化をできるだけ速やかに先読みをしながら、適切な事業環境

になるよう、制度改定やガイドラインの作成を行っていただきたいという

ことです。 

      例えば、スライド52ページでは、動画配信事業者と製作委員会や元請制

作会社といった制作側との関係をいかに対等にするかということが記載さ

れております。この点について、契約の形には大きく分けて２種類ありま

して、フラット型の契約と、成果報酬型で配信量に応じて金額の変わるタ
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イプがあります。特にフラット型の契約の場合に、プラットフォーム側が

どれだけ配信されたのかという視聴回数の情報を制作側に開示していない

場合があるという課題を、取りまとめていただきました。この点は重要な

観点だと思っております。上記の行為は確かに違法な行為ではありません。

どんなに多く配信されて、大きな収益をプラットフォーマーが上げたとし

ても、制作側には当初契約した代金のみが支払われます。事前に合意され

た契約であるため仕方ありません。 

      しかし、次回作の契約時には、前作の実績を制作サイドがきちんと踏ま

えた上で交渉できないと、対等な立場とは言えないと指摘していただいて

おります。こういった一つ一つの契約関係の中に出てきている新たなひず

みを今後もしっかりと指摘していただきたい。また、どのような契約をす

ることが望ましいかをガイドライン等にしっかり書き込んで、動画配信事

業者と制作サイド、あるいは元請制作会社や製作委員会と、より個人に近

いクリエイターの契約が対等な関係となるように、今後も制度を改善し、

良いガイドラインを作っていただきたいと思います。 

      スライド52ページについて何か追加でコメントいただくことがあれば、

お願いいたします。 

      以上です。 

○柳川会長 ほかの発言を受け取ります。 

      もうよろしいですか。オンラインで御参加の方、もしあれば挙手いただ

ければと思います。 

      山下会員、お願いします。 

○山下会員 ありがとうございます。 

      非常に詳細な切り口で詳しく調査していただいて、ありがとうございま

す。 

      あえてですが、こちらの問題の入口が新しい資本主義のグランドデザイ

ンということだったので、新しい視点として意見を述べます。日本国内で

の弱い者いじめのような視点で調査していただいたことは非常によいので

すが、海外に出ていく際には、海外の競争法との競合といいますか、事情

のすり合わせという視点も入ってくるのかと思います。 
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      今回はこの中身で良いと思うのですけれども、例えばＥＵだと、排他的

取引をしてはいけないとか、ある地域で独占的な配信をしてはいけないと

いったルールがあると思います。 

      一方で、現在、サウジアラビアがすごくアニメ産業に力を入れていて、

日本のアニメ制作会社を誘致する事態も起こっています。サウジアラビア

は国家がたくさんお金を出して全てのチャネル、配信や制作について全部

１個のコングロマリットみたいな形で契約をしています。サウジアラビア

のアニメ産業において、例えば30年契約でこの配信をとある事業者にお任

せするとなると、１個のコングロマリットで全部取られてしまうため、全

然日本と違う環境の中のＩＰ管理が行われています。 

      日本国内では弱い者いじめのような話になるのですが、海外の環境の中

では製作委員会自身の足腰の弱さも問われてくると思いますので、もしか

したら非常に労力が掛かる調査になってしまうかもしれませんが、視野に

入れていただけたらと思います。 

○柳川会長 それでは、まとめて手短にお願いいたします。 

○片岡取引調査室長 山下会員の御指摘について先にお答えさせていただくと、各国

間の競争法という視点もあろうかと思うのですが、それに限らず、私ども

政府全体でコンテンツ産業活性化戦略を進めておりますので、正に御指摘

のあった、例えばサウジアラビアとか、あるいは他の国に行くときに、米

国の大手プラットフォーマーだけではなくて、我が国の配信プラットフォ

ームみたいなものをどのように育成していくのか、あるいは、ローカライ

ズしていくためにどのように対応していくのかといった点も含めて、政府

全体で様々な議論を進めているというところでございます。 

      野原会員の御指摘については、加えてそれほど申し上げることはないの

ですが、報告書を踏まえて指針を策定していくということでございますの

で、御指摘を踏まえて指針を検討していきたいと考えております。 

○柳川会長 ありがとうございました。 

      次の議題に入りますけれども、「映画・アニメの制作現場におけるクリエ

イターの取引環境に係る実態調査報告書」の話は非常に重要なことだと思

っております。昨日も知財本部で会議がありましたけれども、新しい資本
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主義実現会議から始まった話ではあるのですが、現在の高市政権の下でも

成長戦略ということで、このコンテンツビジネスは非常に大きな柱になっ

ております。その中で、独占禁止法、競争政策が果たす役割は、別にブレ

ーキだけではなくて、成長のためにも非常に重要だと思いますので、報告

書を踏まえて良いガイドライン作っていただくというのは非常に重要だと

思います。 

      ただ一言だけ、野原会員からお話があったことですが、やはり変化が激

しく、本日の話の中でも労働力について、かなりの長時間労働でこき使わ

れていると思ったら、今度は全部生成ＡＩに仕事を取られてしまってもう

仕事がないというような形になる可能性もあったり、あるいは海外のプラ

ットフォームが入ってきてプラットフォーマーが全く違う競争力を持って

産業構造を変えてしまったりとか、様々なことが変わっていく可能性があ

る業界でもあると思います。それらを全部前広に織り込んでいくことは難

しいとは思いつつも、できるだけそのようなことを見据えていただいて、

その上で根幹となるような競争政策上の問題点をしっかりとガイドライン

で手当てしていただければと思います。あとは、多少柔軟にガイドライン

変えていけるように、もしかすると１年後は状況が全く変わるかもしれま

せんので、少し柔軟な改定ができるような構造にしていただくことが重要

かと思います。 

      ありがとうございました。次の議題に移らせていただきます。 

      次の議題は「令和６年度における企業結合関係届出の状況及び最近の主

要な企業結合事例について」です。奥村企業結合課長から御説明をお願い

いたします。 

○奥村企業結合課長 ありがとうございます。企業結合課の奥村と申します。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

      私からは、令和６年度における企業結合関係届出の状況及び主要な企業

結合事例、また、最近の公表事例等につきまして、簡単に御説明いたしま

す。 

      資料ですが、右上の資料番号232－２という資料でございます。 

      スライドの２ページから４ページで、企業結合規制の概要について、簡
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単に御紹介したいと思います。 

      最初に２ページでございますけれども、企業結合審査の基本的な考え方

を記載しております。 

      企業結合、つまり、株式保有、合併、事業譲受けなどによって複数の会

社が結合することで、市場における価格を自らの意思で自由にコントロー

ルできるようになるなど、一定の取引分野における競争が実質的に制限さ

れることとなる場合、独占禁止法はそのような企業結合について禁止をし

ています。 

      ただ、企業結合審査を行った結果、競争上の問題があったとしても、当

事会社においてそれを解消する措置を採るという場合には、その企業結合

については容認しています。 

      また、事前届出義務という記載がありますが、競争上の問題が生じない

企業結合がほとんどであるということや、企業結合は事後的に解消するこ

とが難しいといったことなどから、国内売上高が一定の額を超えるなど一

定の要件を満たす企業結合について、事前届出制度を設けて審査を行う仕

組みとしています。 

      その届出基準につきましては３ページに記載していますが、詳細につい

ては割愛いたします。 

      ４ページに企業結合審査の流れを記載しております。事業者においては、

任意で届出前の相談をすることが可能となっております。そして、届出が

一旦受理されますと、そこから30日間は企業結合を実行してはならないと

いうことになっていまして、この30日間において、公正取引委員会が第１

次審査を行うということになります。この第１次審査において競争上の問

題がないと判断された場合は、排除措置命令を行わない旨の通知を行って、

審査終了ということになります。 

      他方、更に詳細な審査が必要と判断される場合には、審査に必要な報告

等を要請し、第２次審査を開始して、より詳細な審査を行い、独占禁止法

上問題がないか否かを判断するという流れになっております。 

      次の５ページでございますけれども、令和６年度における企業結合の届

出状況を記載しております。 
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      令和６年度の届出受理件数については、表の右上に記載の437件でござい

まして、現在の届出制度となった平成22年以降で最多の件数となっており

ます。これらの届出のうち、第１次審査終了前に届出が取り下げられた14

件を除く423件が第１次審査で終了しております。つまり、令和４年度から

令和６年度まで、正確には令和７年12月に第２次審査に移行した案件が出

るまでの間、第２次審査に移行した案件はなかったというような状況でし

た。 

      ６ページでは、令和６年度における主要な企業結合事例として、どのよ

うな事例を掲載しているかを記載しております。具体的には、デジタル関

連、運輸関連、製造業関連、小売業関連と、幅広い分野の事例を掲載して

おります。 

      また、当事会社が申し出た措置を前提として独占禁止法上問題ないと判

断した事例、第三者からの情報・意見の募集を行った事例、内部文書の提

出を求めた事例、経済分析結果を紹介している事例、また、海外当局と情

報交換を行いつつ審査を進めた事例を掲載しています。 

      ７ページでございますが、それぞれの事例について、企業結合の類型、

問題解消措置の有無、経済分析等の実施の有無など、審査手法の特徴につ

いて整理しております。 

      例えば、事例３のクボタによる日本鋳鉄管の株式取得の事例では、当事

会社グループ間における情報遮断措置の履行を監視するため、トラスティ

の選任が問題解消措置に含まれているほか、効率性の向上についても考慮

されました。 

      事例６のシノプシス・インクによるアンシス・インクの買収事案では、

第三者からの情報・意見の募集、内部文書の活用、海外当局との意見交換

等を行っております。 

      事例９のＡＮＡホールディングスによる日本貨物航空の株式取得の事例

では、経済分析についても実施しました。 

      次の８ページですが、今申し上げた内部文書や経済分析の活用につきま

しては、下の表にございますように積極的に活用いたしました。 

      スライドの９ページから21ページでございますけれども、令和６年度の
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11事例の概要をまとめたものを掲載しております。 

      事例集の本体につきましては170ページ程度の非常に大部なものというこ

とでございますので、令和５年度の事例集から、このような概要をまとめ

たものも併せて公表しているところでございます。 

      また、スライドの22ページから29ページでございますけれども、令和７

年度において、これまで公表した５事例の概要をまとめたものを掲載して

いるところでございます。 

      令和５年度及び６年度の事例の中から２件、具体的にはスライドの11ペ

ージの「事例３」、また26ページの「最近の事例３」の概要を、簡単に御紹

介したいと思います。 

      それでは、スライドの11ページです。 

      事例３のクボタによる日本鋳鉄管の新設製造子会社の株式取得の事例を

御覧いただければと思います。 

      まず、本件の概要としましては、日本鋳鉄管がダクタイル鉄管の小口径

管の製造子会社を新設いたしまして、そこにクボタが19.9％の出資を行う

というスキームとなっております。 

      この新設製造子会社でございますけれども、コークスを使用する従来の

キュポラ炉ではなく、二酸化炭素の排出量を大幅に削減できる電気炉を用

いてダクタイル鉄管を製造するという会社でございます。そして、この新

設子会社に対して、クボタは小口径管のダクタイル鉄管の上工程のみを委

託し、日本鋳鉄管においては全ての口径のダクタイル鉄管の全工程を委託

するということにしています。つまり、クボタは半製品を新設子会社から

仕入れて、それを自社で完成品にして販売するということになります。一

方で、日本鋳鉄管は完成品を仕入れて販売するということになります。 

      次に、一定の取引分野の画定ですが、本件では、特に当事会社間で競合

しているダクタイル鉄管の小口径管について検討を行いました。 

      そして、本件行為が競争に与える影響につきましては、競争者であって

シェア30％を有する事業者からのけん制力が認められること、当事会社グ

ループ間でコストが共通化されるのが上工程のみで、当事会社グループ間

で販売価格等の機微情報の共有を遮断するといった問題解消措置を前提と
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すれば、完成品の販売競争が一定程度維持されるといったようなこと、隣

接市場からの競争圧力、そして、二酸化炭素の大幅な排出削減という効率

性の向上が認められることなどを総合的に考慮いたしまして、一定の取引

分野における競争を実質的に制限するものではないと判断いたしました。 

      効率性の判断に当たっては、「グリーン社会の実現に向けた事業者等の活

動に関する独占禁止法上の考え方」、いわゆる「グリーンガイドライン」に

沿って、効率性の観点から、企業結合に固有の効率性向上であるか否か、

効率性の向上が実現可能であるか否か、また、効率性の向上によって需要

者の厚生が増大するものであるか否かを検討いたしまして、本件では業務

提携等他の方法では同等の効率性は達成困難であることなどから、効率性

の向上が認められると判断されました。 

      また、本件では、先ほど申し上げた当事会社グループ間での機微情報へ

のアクセス制限等の措置の履行監視に当たりまして、第三者を監視受託者

として選任することも問題解消措置の中に含まれています。 

      次にスライドの26ページです。ＤＣＭホールディングスによるエンチョ

ーの株式取得についてです。 

      本件は、ホームセンター業とＤＩＹ用品販売業を営む事業者同士による

企業結合でして、競争が店舗単位でも行われているということで、地理的

範囲については、各店舗から半径５キロメートル以内と画定いたしまして、

競争を実質的に制限することとなるか否かを検討したところでございます。 

      なお、このような地理的範囲の画定でございますけれども、携帯電話事

業者が提供する位置情報データ、つまり人流データを分析したところ、店

舗訪問者のうち大半がこの５キロメートル圏内に居住している方でしたの

で、各店舗から半径５キロメートル以内といった地理的範囲の画定は妥当

とされました。 

      次に、競争の実質的制限の検討ですが、当事会社グループの店舗に対す

る競争者店舗からの競争圧力を評価するに当たりまして、こちらも人流デ

ータに基づいて、推定される消費者の買い回りの範囲を踏まえて評価を行

いました。例えば、商圏内の居住者で当該商圏内のホームセンターを利用

した人のうち、同じ商圏内にある競争者店舗を利用した人の割合を推計い
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たしまして、競争者店舗による競争圧力を評価するといったようなことを

行いました。 

      このような競争分析の結果、本件では、愛知県豊橋市地域の３商圏につ

いて、当事会社グループの店舗に対する競争圧力が認められず、一定の取

引分野における競争を実質的に制限することとなると判断されたところで

ございます。 

      一方で、当事会社グループの方から、この愛知県豊橋地域の３商圏に所

在する当事会社グループ店舗のうち、ジャンボエンチョー豊橋神野店とい

うお店の土地・建物に関する賃借権のホームセンターバローへの譲渡や、

モニタリングトラスティを選任いたしまして、履行状況を監視させるとい

う問題解消措置の申出があったところでございまして、このような問題解

消措置を前提とすれば、本件については、一定の取引分野における競争を

実質的に制限することとなるとはいえないと判断されたというところでご

ざいます。 

      最後に、スライドの30ページ以降で企業結合審査に関する最近の広報活

動について紹介しております。 

      特に31ページでは、昨年６月に、「この一冊で企業結合審査が大体分かる」

ということをコンセプトにいたしまして、御手元に配付させていただきま

した「企業結合審査ガイドブック」を作成し公表したところでございます。

企業結合審査の概要のほか、手続の流れなど、図を用いて分かりやすく網

羅的に解説しておりまして、我々が行っているセミナー等においても配布

するなどして、積極的に活用しております。 

      私からの説明は以上でございます。ありがとうございました。 

○柳川会長 どうもありがとうございました。 

      このガイドブックはとても有効だと思いますので、皆様に御活用いただ

ければと思います。 

      この議案に関しては事前登録を頂いた方はいらっしゃいませんので、御

発言希望の方は名札立てていただくか挙手ボタンを押していただければと

思いますが、いかがでしょうか。 

      どうぞ。 
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○吉田会員 どうもありがとうございます。 

      大変詳細に御説明いただきまして、ありがとうございました。 

      今回のことに限らず企業結合につきまして、今までどちらかというと、

やはり水平的なケースが非常に競争制限ということにおいては重要とされ

てきたかと思うのですが、最近多く出ているのが水平に限らず垂直のケー

スとか、あとは混合のケースです。 

      若干前ですが、例えば、グーグルとフィットビットの事例がありました。

グーグルという巨大なプラットフォームに対して、それに関連する市場に

関わるフィットビットが企業結合するという事例があった場合に、どれだ

け競争が制限されるか審査されました。このケースは、フィットビットの

シェアが大きいわけではないので問題はないということになると思われま

すが、グーグルが巨大であるために、何らかの影響があるかもしれません。 

      これはお願いですが、この事例のように、垂直のケースや混合のケース

についてもこれから注目していただきたいというのが１点でございます。 

      それから、質問ですが、グーグルとフィットビットの例ですと、フィッ

トビットの競争力を維持するために、競争相手に対してグーグルの技術情

報を出さないというようなことがないようにすることは重要かと思います。

実際の審査結果を見ますと、このような点についても考慮されておりまし

た。そこでお聞きしたいのは、このような点について、どのような形で継

続的に注視していくのでしょうか。グーグルとフィットビットの事例は一

例ですが、様々な分野で継続的な注視の仕方というのをどのようにされる

のかというのをお聞きしたいと思います。 

○柳川会長 どうぞ、お願いします。 

○奥村企業結合課長 御指摘ありがとうございます。 

      例えば、グーグルとフィットビットの事例のように海外市場において行

われるような企業結合につきまして、仮に日本の届出基準に該当しない場

合であっても、我々としては報道等を含めて注視しているところです。ま

た、買収の価格が例えば400億円を超えるような事例や、そういった事例で、

かつ日本の競争市場に影響を与えるような事例につきましては、公正取引

委員会としても審査を行う方針を明らかにしておりまして、引き続き、海
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外事業者の事例についても注視していきたいと考えております。 

      また、垂直や混合関係についても、競争に与える影響をしっかりと審査

していきたいと考えております。 

      問題解消のための措置等について、どのように注視しているのかという

御質問ですが、例えば、先ほど御説明させていただいたような、モニタリ

ングトラスティを選任していただき、そのモニタリングトラスティに監視

を行ってもらうといったようなことをしています。また、当事会社の方か

ら、問題解消措置について、定期的に実施状況の報告を受けるというよう

なことを通じて、継続的に監視を行っているところでして、問題解消措置

がきちんと実効性をもって行われるよう努めています。今後も、トラステ

ィの活用等も含めて、問題解消措置の実効性の確保に努めていきたいと考

えております。 

○柳川会長 ありがとうございます。そのほか、いかがですか。 

      私から一つ感想と、一つ御質問をします。 

      一つは、ＤＣＭホールディングスの話は、人流データを活用して地理的

範囲の画定をされているというのは、デジタルデータの活用という意味で

はとても新しい、良い取組事例なのではないかと改めて思いました。 

      直接本件とは関係ないのですが、大分届出件数が増えてきて、５ページ

見ると、令和２年度からするともうほぼ倍増なので、私が心配することで

はないのかもしれませんが、やはり相当、人手と労力が掛かると思います。

今後おそらく、Ｍ＆Ａの件数がますます増えてくることを考えると、届出

件数もますます増えてくることが予想されるのですが、その辺りの人員の

確保が大変だとか、予算が欲しいとか、何か要望はありますでしょうか。

どなたからでも結構ですが、教えていただきたいです。 

○奥村企業結合課長 ありがとうございます。 

      体制の強化につきましては、我々としても、引き続き強く要望していき

たいと考えているところでございます。 

      届出件数については、令和７年度におきましても非常に多い状況が続い

ております。体制の強化に加え、先ほど御説明させていただいたような人

流データとかデジタルの活用による業務の効率化についても努力していき
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たいと考えている次第でございます。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      すみません、聞きにくい御質問をしました。ですが、いずれにしても、

おそらくこれからどんどん届出件数が増えてくると思いますので、ますま

す重要度が高まる仕事と思います。よろしくお願いいたします。 

      それでは、次の議題に移らせていただきます。 

      次の議題は「経済安全保障に関連した事業者の取組に関する独占禁止法

上の考え方」についてです。岩下経済取引局総務課長から御説明をお願い

いたします。 

○岩下経済取引局総務課長 経済取引局総務課長の岩下でございます。 

      ただいま御紹介いただきましたように、経済安全保障に関連した事業者

の取組に関する独占禁止法上の基本的な考え方について御説明いたします。 

      御案内のとおり、昨今、世の中の情勢が緊迫しているというようなとこ

ろがございます。最近、非常に重要な政策課題になってきたものの一つに、

経済安全保障という問題がございます。公正取引委員会では、昨年11月20

日に「経済安全保障に関連した事業者の取組における独占禁止法上の基本

的な考え方」と「経済安全保障と独占禁止法に関する事例集」を公表いた

しました。 

      本日は、御手元の資料として、この基本的な考え方と事例集を１つにま

とめておりまして、23ページ以降が事例集となっております。 

      まずはスライド25ページでございますが、この事例集あるいは基本的な

考え方の公表に至るまでの経緯を記載しております。 

      令和７年４月に開催された経済産業省の有識者会議におきまして、経済

安全保障の観点から、事業者間で様々な情報交換や連携・再編を行いたい

が、独占禁止法に違反しているのではないかという漠然とした懸念を事業

者が持っているため、事業者同士の対話が萎縮してしまっているのではな

いかというような論点提起がなされたことが検討の起点となっております。 

      その後、私どもが経済産業省から相談を受けまして、引き続き令和７年

11月20日に開催された、先ほど申し上げた経済産業省の有識者会議におい

て、基本的な考え方と事例集を御説明し、公表いたしました。 
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      後ほど御説明いたしますけれども、事例集の方は経済安全保障に関連す

る想定事例というようなことで、経済産業省と国土交通省から提示されま

した15の事例について、提示された内容を前提に、公正取引委員会が独占

禁止法上の考え方を示したものとなっております。 

      また、基本的な考え方の方は、事例集の理解に資するように、総論とい

うような位置付けのものでございます。 

      まずは基本的な考え方の方から少しお話をさせていただきます。基本的

な考え方からは、事業者が行う情報交換についての基本的な考え方、経済

安全保障という文脈で現在一番問題になっているレアアースなどの重要原

材料の調達途絶が発生した緊急時における情報交換や共同調達等の共同の

取組について御説明させていただきます。また、経済安全保障の観点から

企業結合が必要だというような話もございますので、企業結合審査のポイ

ントについても少し御説明させていただきまして、その後に事例集から代

表的な事例を幾つか御説明させていただきます。 

      資料の４ページを御覧いただければと思います。 

      こちらは情報交換に関する基本的な考え方を記載したものであります。

事業者等が共同の取組ですとか企業結合を検討するに当たって、相互に事

業活動に関する情報交換が必要になるという場合において、どう考えたら

よいかということです。 

      まず、価格や数量といった、極めて重要な競争手段である事項に関する

情報交換が行われておらず、それ以外の情報交換というようなことであれ

ば、通常は独占禁止法上問題になることはありません。 

      また、価格や数量といった重要な競争手段である事項に関する情報交換

であっても、交換する情報が共同の取組あるいは企業結合の検討や実施に

当たって、合理的に必要な範囲のものに限られていて、かつ、例えば、内

部できちんとクリーンチーム等をつくっていただくといったように必要な

情報遮断措置が講じられている場合であれば通常問題にはならないという

ことを記載しています。 

      他方で、必要な情報遮断措置が講じられずに、何か漫然と情報交換、特

に価格や数量といった重要な競争手段に関する情報交換というようなこと
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が行われた場合には、将来的な価格についての共通の意思が形成されるこ

ともありますので、そのような場合には問題になるおそれがあるというこ

とでございます。 

      次に５ページでございますけれども、こちらは調達途絶の問題でござい

ます。 

      こちらでは特にレアアースをイメージしておりますが、重要な原材料が

調達途絶に直面しているという時に、情報交換や共同の取組をしたいとい

う声があるという話でございます。 

      こちらは、事業に不可欠な重要原材料について、経済安全保障の確保を

目的に、国際情勢の著しい変化とか外的ショックによる調達途絶、震災の

ときもそのような事態がございましたが、震災のような形で実際に深刻な

調達途絶が発生してしまった場合に、どのように考えればよいのかという

ものでございます。ここでは、現に調達途絶が発生した、いわゆる緊急時

の場合と、それから、調達のリスクに備えた平時の場合ということで、二

つに場合分けをして考えております。 

      まず、調達途絶が発生した緊急時でございます。 

      緊急時に安定調達の確保が必要だということであれば、基本的には、ま

ず問題にならないということを書いております。ただし、重要原材料の著

しい不足が深刻な期間に限定してくださいということでございます。また、

必要な情報に限って情報交換していただくことが大事であると考えており

ます。 

      現に調達途絶が発生した場合はある意味分かりやすいのですが、そのよ

うな場合でなくても、現時点では余り世の中で明らかにはなっていないが、

そのリスクがもう目の前まで迫っているという場合もございます。実際に

調達途絶が発生した場合に準じるような状態にあると政府として認められ

るような状況であれば調達途絶が発生している場合と同じように扱ってよ

いのではないかと考えているところでございます。 

      それから、調達途絶のリスクに備えた平時の情報交換・共同の取組でご

ざいます。 

      こちらは、例えば、重要原材料を調達するときの調達市場における参加
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事業者の購入シェアが低かったり、その原料を使って生産する製造物・販

売物の市場における市場シェアが余り大きくなかったり、製造コストに占

める重要原材料の調達コストの割合が低い場合には、通常はあまり問題に

ならないということです。 

      次に、少し企業結合審査のお話をさせていただきます。16ページになり

ます。 

      御案内のとおり、公正取引委員会では個別の企業結合事案について、独

占禁止法に基づいて企業結合ガイドラインというものを公表しておりまし

て、企業結合ガイドラインの考え方に沿って普段の企業結合審査をしてい

るところでございます。 

      16ページは、日本の企業結合ガイドラインでは、様々な考慮要素を掲げ

ているということを御紹介しております。外国事業者からの競争圧力や、

隣接市場からの競争圧力、あるいは需要者からの圧力などの様々な競争圧

力がある中で企業結合をして本当に問題になるのかどうかというような考

慮要素を多数掲げております。これらは欧米の企業結合ガイドラインでは

明示されていないようなものも結構挙げられており、かなり経済実態等を

踏まえた企業結合審査の実施に努めているところでございます。 

      企業結合について何でもかんでも駄目だと言われるのではないかという

心配をされている方もいらっしゃるかもしれないので、そのようなことは

ないという話でございます。 

      次に19ページでございますけれども、過去の企業結合事例でございます。 

      市場シェアが100％になっても企業結合が認められた事例を記載しており

ます。シェアが高ければ一律に駄目であると思われているかもしれないの

で、必ずしもそういうことではないということです。 

      それから、海外企業との国際競争に直面しているような市場が国際的な

ものになっている企業結合案件については、国内で寡占的な企業同士の企

業結合であっても問題にならないと我々は判断しているという御紹介でご

ざいます。 

      それから、21ページでございます。 

      こちらは、先ほど様々な考慮要素というのをガイドラインに記載してお
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りますとお話をいたしましたが、そのような各要素を重視して、きちんと

認めた事例は具体的にあるという御紹介でございます。 

      以上、基本的な考え方に記載している内容でございます。 

      続きまして、事例集の方の御紹介でございます。 

      こちらは23ページでございますけれども、クレジットとして公正取引委

員会と経済産業省と国土交通省の三つを並べております。これは先ほど申

し上げたとおり、この事例集に15の事例が掲載されているわけですが、そ

の15の事例というのは、経済産業省と国土交通省から提示いただいたもの

でして、それに対して私ども公正取引委員会の方で独占禁止法上の考え方

を示したという形式になっているというものでございます。 

      情報交換のお話、それから共同行為のお話、企業結合のお話をしており

ますけれども、この事例集も大まかにそういう三つのカテゴリーに分けて

掲載しております。それぞれ代表的なものを御紹介させていただきます。 

      いずれにいたしましても、事例集はかなり抽象的なものでございまして、

最終的な独占禁止法上の判断は個別具体的な事案ごとにその事実関係をき

ちんと評価しなければ下せないというところはもちろんございます。 

      それから、事例集は飽くまでも私どもが独占禁止法の観点から述べてい

るものでございまして、そのほかの様々な法規範や、海外の法規範につい

てもきちんと目配りをしておく必要がございます。事例集の表紙において、

この点について御留意いただきたいと記載しております。 

      情報交換の関係で、29ページの事例を御紹介いたします。こちらは、業

務提携や買収提案に関する情報交換についての話でございます。 

      こちらは、海外の事業者から国内事業者に対して業務提携や買収の提案

がなされている事態を想定しております。そのようなときに、このような

海外の企業からの話を受けても問題ないのかということを、他の事業者と

情報交換等したいが、情報交換したら独占禁止法に抵触してしまうと考え、

情報交換ができないまま海外の企業に買収されてしまうというストーリー

でございます。 

      こちらは、電子機器や高機能素材などの業界を想定しているものでござ

います。 
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      この場合の考え方でございますけれども、事例の次のページである30ペ

ージに考え方を記載するという作りになっております。 

      事業者が海外事業者から業務提携や企業結合の提案を受けたという事実

について、他社、他の競争事業者、あるいは行政庁や業界団体等との間で

このような話が来たという情報交換をするということ自体は通常独占禁止

法上問題とはならないというものでございます。何かＭ＆Ａ自体の中での

秘密条項等の問題はまた別途あるのかもしれませんが、独占禁止法上問題

となるというようなものではございませんということでございます。 

      次に31ページでございます。 

      こちらも電子機器や高機能素材といった業界を想定しているものですが、

日本が優位性を持つ技術について、そのような技術が海外に流出してしま

うと望ましくないという話でございます。流出を防ぐべき技術の範囲につ

いて情報交換をするということにおいて、流出を防ぐべき重要な技術やノ

ウハウの種類、あるいは用途といったものについて、業界団体や他の事業

者や所管省庁等との間で情報交換をしたり共有したりすること自体は通常

問題にはなりません。 

      しかし、話し合って、技術の内容や技術水準自体を決めてしまう等の行

為は、正にイノベーションを止めてしまうというような話になりますので、

そうなると問題になります。そのため、気を付けていただきたいというも

のでございます。 

      次に、重要原材料の調達に関する情報交換でございます。41ページでご

ざいます。 

      国内メーカーの事業に不可欠な重要原材料、例えば重要鉱物といった他

国からの輸入に依存している重要原材料を想定しております。重要原材料

について、国際情勢の著しい変化等のショック等により調達途絶が発生し

ているような場合について、基本的な考え方の方でお話をしたものでござ

います。 

      本事例は（１）と（２）の二つの場合に分けております。（１）は実際

に調達途絶が現に発生している、あるいはもうほぼ発生しているに近い状

態にあるというような場合です。それから、（２）はそのリスクに備えて
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いるという平時の状態というようなことでございます。 

      緊急時の情報交換・共同調達につきましては、差し迫った状態にあると

いうことであれば、その原材料の不足が深刻な期間に限って、事業者の間

で調達数量や調達先といった必要な情報に限って情報交換を行うことや、

必要な共同調達を行うことについては独占禁止法上問題とはならないとい

うことを書いております。 

      それから、将来のリスクに備えた平時であるときの情報交換、あるいは

平時であるときのリスクに備えた共同調達といったものにつきましては、

こちらも必要な範囲で、かつ必要な情報遮断措置が講じてあるのであれば、

基本は問題とはならないということでございます。 

      しかし、先ほども申し上げましたけれども、きちんと情報遮断等をせず

に、漫然とやると危ないので気を付けていただきたいということでござい

ます。 

      最後に、59ページになります。 

      企業結合関係でございます。国内で寡占的な事業者が統合や合併をする

ようなケースというものでございます。 

      ここで想定しておりますのは、想定例としておきながらかなり具体的な

話になってくるのですが、造船や舶用工業でございます。 

      先般、造船に関して企業結合審査の結果を公表した事例がございます。

具体的には、そのケースを想起していただければと思います。グローバル

市場における競争にさらされていて、もう完全に市場が国内だけでなく国

際的な市場になっている状況です。そのような中で、国内で寡占的な事業

者であっても、市場ということで考えれば海外に極めて有力な事業がいる

という状況にある場合というのは時々ございます。そういうときに、国内

の事業者について、国内だけを見たら寡占的だからというようなことで合

併できないのかというと、必ずしもそのようなことはございません。グロ

ーバル市場で判断した場合に問題にならない場合があるという事例の紹介

ということで記載しているものでございます。 

      事例集は概要図を使いながら上記のような事例を15個並べて紹介してい

ます。本当にお困りであれば事例集を参照して、必要な事業活動を行って
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いただきたいということで御用意したというものでございます。 

      最後になりますが、公正取引委員会では従前から、事業者や事業者団体

が自ら行おうとする行動について、その個別具体的なものが独占禁止法上

問題になるかどうかということで、相談というのを常に受けています。優

越的地位の濫用に関する相談は現在、年間で非常に多くの件数がございま

すが、優越的地位の濫用以外の相談も年間1,000件以上対応しているという

のが実際でございます。 

      私どもとしては、経済安全保障がかなり深刻な状況の中で、事業者が余

計な心配をしてしまうことは避けたいと思いますので、このような事例集

を積極的に周知し、相談にも積極的に対応していきたいと考えております。

その不安を解消して、予見可能性の一層の向上にこれからも努めてまいり

ます。 

      御説明は以上でございます。ありがとうございました。 

○柳川会長 どうもありがとうございました。 

      それでは、ただいまの御説明に対する御質問、御意見をお伺いしたいと

思います。 

      まず、事前登録リストにある武田史子会員からお願いいたします。 

○武田（史）会員 御説明、どうもありがとうございました。 

      本件は、政府が進める経済安全保障政策と公正取引委員会が堅持してい

る公正かつ自由な競争を両立させるための指針として、非常に重要である

と認識しております。 

      この資料は日本の独占禁止法に基づく整理にとどまっていますが、経済

安全保障は本来グローバルな文脈で捉えられている課題であると思います。

例えば、日本企業が同盟国とのフレンドシェアリングの一環として共同行

為を行う際に、日本の当局が容認したとしても、海外の競争当局からカル

テルとして摘発されるようなリスクもないわけではありません。 

      資料の23ページには「海外競争法や他の規律についても留意する必要が

ある」と書かれてありましたので、基本的には、企業自身でチェックすべ

きという立場を取られているのでしょうか。あるいは、海外当局との間で

国際的な執行の調整、判断基準の整合性の確保に向けた検討や連携は行わ
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れているのかという点について、御教示いただければ幸いです。 

○柳川会長 では、お答えをお願いします。 

○岩下経済取引局総務課長 ありがとうございます。 

      武田会員のおっしゃるとおりでございます。 

      まず、海外の競争法や競争法に限らない、関税関係等も含めた様々な国

内外の規律・措置があろうと思います。「海外競争法や他の規律について

も留意する必要がある」と資料の23ページに記載しておりますのは、武田

会員がおっしゃるとおり、事業者の皆様にまずは気を付けていただきたい

というメッセージでもあります。 

      他方で武田会員がおっしゃるように、海外当局とコンバージェンスの確

保を進めていく考えはないのかという点につきましては、私どももやはり、

日本でこのような取組をしているということを、海外の競争当局等にもい

ろいろ知っていただくことが重要であると思っております。現在、様々な

場面での海外の当局との意見交換や国際会議の場などでこの事例集や考え

方を公表しているということを知っていただくといったことを少しずつ取

り組んでいるところでございます。 

      それぞれ各国に主権がございますので、各国の執行が全て揃うというこ

とはなかなか難しいのかもしれませんけれども、それぞれの国がその国の

実情に応じた形で、我々の取組も参考にしていただければよいと思います。

また、海外でもっと変わった取組がされているのであれば我々も参考にし

たらいいと考えております。 

○柳川会長 それでは、続いて細田会員、お願いいたします。 

○細田会員 どうも御説明ありがとうございました。 

      経済安全保障の分野は非常に裾野が広いので、どれを取り上げていいの

かは非常に難しいところだと思いますけれども、御説明にもありましたよ

うに、レアアースの問題や最近ですと石油の問題など、それこそ一企業で

は対応できないような問題というのが出てきております。そのような中で

一定程度は国が主導しながらも、この辺りの問題を解決していく必要があ

るのではないかと思います。特にいわゆる地政学リスクの高まりというの

が今後も続いていく中で、このような事例集や考え方を出していただいた
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ということは、企業にとって非常に有り難いことだったのではないかと思

います。 

      それからもう一つ、高市政権の中でもって責任ある積極財政ということ

を盛んにおっしゃっています。この「責任ある」というのは、国が責任を

持ちながらの積極財政であると理解しているのですが、その責任ある積極

財政の中には成長投資と危機管理投資という二つが大きな項目としてはあ

ると思います。 

      危機管理投資の方は、どちらかというと公共事業に近いものが多いので

はないかと思います。特に日本の高度成長以降、いわゆる公共のインフラ

が整備し切れなくなっていて、去年でしたか、陥没事故が起きるなど、日

本中でもあちこちで陥没事故が起きているようです。そのようなものに対

する投資ということも、国だけではなくて行政単位でもって、もっと積極

的に行っていくということがあると思います。そのようなことが起きると、

どうしても談合が起こり得るわけなのですが、その辺りに対して余り民間

事業者が萎縮するようなことがあってもいけないし、公共投資などのイン

フラの整備が極端に遅れてしまうというのも国にとってはマイナスだと思

います。その辺のところも何かガイドラインのようなものができたらより

よいのではないかと思って聞いておりました。 

      以上でございます。 

○岩下経済取引局総務課長 どうもありがとうございます。 

      二つ目のお話は経済安全保障と外れるかもしれませんけれども、私が在

席しております経済取引局総務課で、企業のコンプライアンスの関係の業

務を行っているのと同時に、発注機関の官製談合防止に関するコンプライ

アンス活動についての支援も行っているところでございます。 

      細田会員がおっしゃるように、政府で様々な投資や公共事業を行ってい

くときに、やはり、それが危機管理とか成長とかに向けた投資だったとし

ても、その発注の段階で競争が求められているような発注方法である場合

には、談合はしてはいけないというところはございます。そのような面で

は、競争入札ではない方法による投資というのも様々あると思うのですけ

れども、そのようなところはともかくとして、競争入札が行われているよ
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うな場面では、価格だけではなくて、物の品質でも積極的に競争していた

だき、それによって良いものを作っていただくということが大事なのでは

ないかと思います。 

      しかし、そのようなときに発注者が何か業者に唆すようなことを行って

は困りますので、発注者がしっかりと法令を遵守していただきたいと考え

ております。現在、私どもも様々な場面で研修や実態調査を行っていると

ころですので、そのようなことのないようにしっかり見ていきたいと思っ

ております。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      それでは、続きまして由布会員、お願いいたします。 

○由布会員 ありがとうございます。 

      御説明ありがとうございました。 

      ２点ほど、抽象的になるかもしれませんが、質問させてください。 

      まず、１点目です。経済安全保障の問題は本当に難しいと資料を拝見し

ていて思います。実際に災害が起きたとき、例えば、南海トラフ地震やそ

れに匹敵するような、日本にミサイルが落ちてしまうといった一種の戦争

状態のような場合でしたら何となく分かるのですが、普通の平時において

国際情勢の変化や地政学的原因で原材料が手に入らないとか、技術を出さ

なければいけない事態にどう対応するのか、とても一企業で判断し切れな

い問題が非常に多いだろうと思います。そうなると事業者の皆さんはコン

プライアンスの問題だと考え弁護士のところに相談に来られますが、弁護

士も対応に苦慮します。例えば、技術流出について、精密機械だけではな

くてシャインマスカットや和牛もあるわけです。経済安保相談窓口という

名称では余りに生々しいので、もう少し柔らかく、例えば、経済危機管理

御相談窓口といった名称の専門窓口を設けていただいて、これまでの国内

での独占禁止法とは違う国際経済や地政学といった知見のある方も外部か

らお願いして、御相談できるような窓口が欲しいと思いますが、そういう

ことは可能でしょうか。 

      ２点目です。現在の国際経済の状況は毎日変わります。トランプ大統領

が昨日言ったことと今日言ったことが違うということもあります。このよ
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うに何かが変わり続ける状況の段階で、とても普遍的な解決というのは難

しいのですが、なるべく迅速に対応しなければいけない場面が企業活動の

中でも多分出てくるのだろうと思います。みんなで集まってしまっても問

題ないのか、みたいなこともあるのだろうと思います。そのような場合に

備えて、「経済安全保障に関連した事業者の取組における独占禁止法上の

基本的な考え方」の一部は、今までのガイドラインとは異なり、状況の変

化に合わせて素早く変更していけるようなものにしていただきたい。法的

安定性ということも非常に大事なので、そんなに毎日変えられるかという

問題はあるかと思いますが、現在の実情に合わないと非常に困るため、や

はり、定期的な見直しとか、迅速な変更とか、一部変更でいいと思うので

すけれども、お考えになっていただけるでしょうか。 

      よろしくお願いいたします。 

○柳川会長 お願いいたします。 

○岩下経済取引局総務課長 どうもありがとうございます。 

      まず、一つ目の御指摘でございます。非常に専門性が高くて、一企業で

はなかなか、どれだけ危うい状況なのかといった判断も限界があるのでは

ないかという御指摘かと思います。 

      今回御説明申し上げたのは、独占禁止法との関係ということでお話をさ

せていただいておりますけれども、経済安全保障に関しては、現在、政府

全体でも様々な取組が行われています。経済安全保障推進法も改正案が国

会に提出されている状況でございます。改正案作成時において、民間企業

なども含めて関係省庁によって、インテリジェンスを集めて情報を集約す

るところが必要なのではないかといった議論が行われ、政府としてシンク

タンクを設立しようといったことを検討している状況でございます。そう

いうところで情報共有ができていくのかなというのを我々としても期待し

ています。 

      経済安全保障の情報につきまして、様々な相談に来ていただくときに、

特に経済安全保障関連は、所管省庁にまず相談されていることが多いので

はないかと思います。所管省庁の方で事業者からの相談を受けて、あるい

は所管省庁から、このようなことを行った方がよいのではないかというよ
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うな発議があるケースもあるかもしれませんし、そこで様々な情報の共有

が行われると思います。私どもも必要に応じて関係省庁とは情報を共有し

ながら、我々も情報を教えてもらいながら対応していきたいと思います。

とにかく事業者が我々のところに相談に来ることを躊躇しないでほしいと

いうのが、今回この事例集を作っている我々としての意図でございます。 

      二つ目のお話で、国際経済の動きの変化は非常に早いので、「経済安全

保障に関連した事業者の取組における独占禁止法上の基本的な考え方」を

修正ができるようにしていただきたいというお話でございます。 

      今回の事例集を御覧いただくと分かるかと思いますが、どの事例も独占

禁止法の新しい考え方を出したというものではないです。独占禁止法上の

考え方は、今までも様々なガイドライン等を公表しております。例えば、

グリーンの関係でもガイドラインを出しておりまいて、そこでもかなり踏

み込んだことを記載しているのですが、そういったガイドラインを見てい

くと、これまで公正取引委員会が出している考え方の中で基本は対応でき

るようなものが多いです。 

      そのため、そういう意味では、まず事例集の変更ありきというよりは、

まず相談に来ていただくことが先かなと思います。その上で、我々も何か、

現在の事例集や基本的な考え方とかでカバーできていない、世の中にお伝

えしておいた方がいいという事例があれば追加をするとか、そのようなと

ころは我々も柔軟にやっていきたいと思っております。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      私自身の確認も含めて少し交通整理をさせていただくと、今日の御説明

と公表されている考え方や事例集は、経済安全保障に関連する課題であっ

たとしても独占禁止法に関する解釈や競争政策上の運用が特別変わるもの

ではないという前提で、そういう意味で、事例集に記載されている事例は、

経済安全保障に関わる・関らないに関係なく、独占禁止法上問題となるも

のとそうでないものをまとめたものであるという理解でよろしいわけです

ね。 

○岩下経済取引局総務課長 はい、結構でございます。 

○柳川会長 御議論の中で、経済安全保障だからこのような課題があって、こうやら
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なければいけないし大変なこともある、そのような場合には独占禁止法で

どう認められるのかという御質問が結構ありました。これはある種、経済

安全保障に関わる適用除外とか例外とか、そういうものがどこまで認めら

れるというお話であったかと思います。仮に経済安全保障に対応するため

に適用除外などを考えなければならいとなった場合、現在の公正取引委員

会の運用で対応するではなくて、恐らく経済安全保障に関する何か特別な

立法により対応することになるのだと思います。もう少し更にこっちに議

論が下りてくれば、さっき申し上げた例外措置みたいなことをここで議論

することがあるのかもしれませんが、本日御報告いただいた資料について

は、例外措置が書かれているわけではないという御理解でいただいた方が

いいのだろうと思います。 

      すみません、よろしいですね。 

○岩下経済取引局総務課長 はい、そのとおりかと思います。 

○柳川会長 それでは、すみません、お待たせしました。田中会員、お願いします。 

○田中会員 ありがとうございます。 

      経済安全保障と独占禁止法、あるいは競争の実質的制限の禁止のバラン

スを取ることは非常に難しいテーマだと思いますし、国全体が経済安全保

障にウエートを置かなければいけない中で、公正取引委員会も対応しなけ

ればならないというのは非常に理解できます。一方で、やはりこの資料だ

け見たときに、あるいは柳川会長の整理を伺わずに御説明だけ聞いたとき

の率直な印象では、公正取引委員会も経済安全保障への対応をより重視し

て、独占禁止法の運用を弱める方向に動いていると多分理解されかねない

と思います。 

      実際に事例集を見ても思うのは、やはり特に問題含みなのは情報交換で

す。情報交換は、当然、経済安全保障のために行うというところもありま

すけれども、公正取引委員会のジュリスディクションでいくと、やはり、

本当はカルテルなどに最もつながりやすいので、最も懸念しなければなら

ないところだと思います。それから、情報交換について、他社と連携でき

るのは一般的に既存の大企業に限られます。既存の大企業の方がデータを

持っていて、政府機関等も含めていろんな接点を持っているということで、



 -38- 

情報交換が今までよりも許容されるという方向性になってしまうと、明ら

かに新規参入が制約されて、競争が制限されて、結果的に日本の産業の競

争力が低下してしまいます。軸足としては当然、政府全体が経済安全保障

を重視しなければいけないということはよく分かりますけれども、やはり、

公正取引委員会の一番のパーパスというのは競争の実質的な制限を禁止す

る独占禁止法にあると思うので、必要以上に何か緩やかな姿勢を示してい

るように受け止めるような展開というのは、正直どうなのかなと思います。 

      経済安全保障については、経済産業省など様々なところが管轄している

ので分かりにくいです。柳川会長に御確認いただいてようやく公正取引委

員会のスタンスが分かったという感じはしますけれども、やはり価値観と

しては、飽くまでも競争の制限はいけない、独占禁止法が重要だというス

タンスの中で、どう経済安全保障をしていくのかというところにしないと、

経済安全保障は日本の国力・産業力を高める目的もあるのに、競争の制限

がされてしまうと、結果的に産業の競争力も低下してしまいます。それを

防ぐために独占禁止法とか競争法があるはずなので、是非誤解のないよう

に、うまくコミュニケーションしていっていただきたいなという御注文を

させていただきます。いかがでしょうか。 

○岩下経済取引局総務課長 どうもありがとうございます。 

      おっしゃるとおりでございまして、私自身の説明の仕方の問題かもしれ

ず、そこはお詫び申し上げます。 

      また、田中会員の全くおっしゃるとおりだと思っております。柳川会長

からも整理いただいたとおり、私どもはこの事例集なり基本的な考え方と

いうところで、何か考え方を変えたというようなものではなく、また、新

しい考え方を出したというものでもありません。既存の独占禁止法の考え

方の中で、このいずれもそんなに心配しないで行える場面というのがある

ということを知ってもらうことが目的です。とにかく、情報交換が行われ

るとカルテルにすごく結び付きやすいというのは、田中会員がおっしゃる

とおりかと思うのですが、かといって、情報交換が全て駄目かというと、

そうではないわけです。 

      だから、０か１ではないということを知っていただくことが目的であり、
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また、その上で、私どものところに何か心配あれば相談していただきたい

と考えています。今回、この事例集とかを取りまとめる過程の中でも、

我々は相談に来てほしいと、我々は拒否していないという話を様々なとこ

ろでしているのですが、やはり公正取引委員会は怖いという声や、公正取

引委員会に行きたくないというような声を、幾つか言われました。そのた

め、「相談に来ていただきたいとただ言っても駄目で、事例集等を示さな

ければ駄目だよ」というようなことを言われたこともございました。もし

そうなのであればということで、今回事例集を取りまとめて公表したわけ

でございます。事業者におかれては、このような事例集も参照しながら、

具体的な事案がある場合には、私どもに、是非相談に来ていただきたいと

考えております。 

      公正取引委員会として、独占禁止法違反を厳正に取り締まっていく、カ

ルテルは駄目だというところは全く何ら変わらず、そこは厳正にやってい

くというのは何ら変わらないのですが、一方で我々は相談官庁という顔も

持っていきたいと思っております。今回は相談官庁の顔を少し出している

というところが、非常に何か独占禁止法を緩めているのではないかと見え

てしまったら申し訳ございません。そういうつもりではないのですが、気

を付けたいと思います。ありがとうございます。 

○田中会員 追加でコメントいたします。正直、やはり見たときに分かりにくいです。

説明も、一元的にいったときに分かりにくいです。民間の文書であれば、

やはり最も重要なのは、自分達がどのような価値観なのかというところだ

と思うので、当然、公正取引委員会としての制約はあるのかもしれません

が、自分達がどういう価値観なのかということを示して、理解してもらう

というところが基軸にないと、なかなか文章だけでは伝わりにくいかなと

思います。誤解があると相談も多く来て大変になると思いますので、より

クリアにしていただければと思います。 

      ありがとうございました。 

○岩下経済取引局総務課長 どうもありがとうございます。 

○柳川会長 ありがとうございます。 

      それでは、まだまだ御意見おありかと思いますけれども、時間がまいり
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ましたので、本日の議論はこの辺りで終了とさせていただきます。 

      最後に、茶谷委員長から御発言いただきたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

○茶谷委員長 今日はお忙しい中お集まりいただいて、また、貴重な意見を多々頂き

まして、ありがとうございました。 

      昨年の12月の半ばから２月の初めまで１か月半かけて、霞が関からこの

庁舎に移ってまいりました。本日は、庁舎移転後第１回目の独占禁止懇話

会でございます。本日の説明でもありましたように、取引適正化から経済

安全保障をめぐる問題やデジタル市場での対応をはじめとした様々な政策

的課題に公正取引委員会は直面しておりまして、しかも、その状況が目ま

ぐるしく変わる中で取り組んでおります。 

      このような状況に対応するためには、今日もお話がありましたが、基本

はきちんと守りつつ、情勢に応じて柔軟かつ的確に対応していくというこ

とが必要ですし、また、様々な相談についても極力積極的に対応して、開

かれた公正取引委員会として業務に取り組んでいく必要があると思ってお

るところでございます。 

      そして、そのためには一定の人員、人材の確保が必要ですし、それから、

公正取引委員会の組織はこの30年間ほとんど変わっておらず、組織の在り

方としてこのままでいいのかどうかということも含めて検討し、年々増え

ていく課題に引き続ききちんと対応できる公正取引委員会にしていきたい

と思いますので、またこのような形で様々貴重な御意見を是非賜れれば有

り難いと思っております。 

      今日はどうもありがとうございました。 

○柳川会長 ありがとうございました。 

      それでは、今回はこれにて閉会とさせていただきます。 

      次回会合については、６月30日が候補になっていますが、近日中に事務

局から日程調整の御連絡を差し上げると思いますので、御協力のほど、よ

ろしくお願いいたします。 

      それでは、長時間にわたりまして御議論いただきまして、誠にありがと

うございました。 


